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この著作物は「ACTIVE: A technical package for increasing physical activity. Geneva: World Health　Organization; 2018. 
Licence: CC BY-NC-SA 3.0 IGO.」の日本語訳であり、慶應義塾大学スポーツ医学研究センター・大学院健康マネジメント研究科
が日本運動疫学会の協力を得て作成したものである。WHO はこの翻訳の内容や正確性について責任を負わず、オリジナルの英語版
が法的拘束力のある真正版となる。

＊以下は英語版に掲載された謝辞ならびに免責事項等の解説で、日本語版もこれに準じる。
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ACTIVE

「身体活動に関する世界行動計画 2018-2030」
は、健康的な世界に向けて一人一人よりアク
ティブに、という共有ビジョンを提供し、
2025 年までに 10%、2030 年までに 15% と
いう身体不活動の世界レベルを相対的に減少
させるために目標を設定しています。行動計
画では、身体活動レベルを高めるためにすべ
ての国内状況に適用・順応できる 4 つの目的
とこの計画で推奨している実証済みの 20 政策
を概略し（1）、また健康・ウェルビーイング
を増進させるために国内対応の実施に向けて
ロードマップを各国に提供します。20 ある推
奨政策を組み合わせ、 あらゆる年齢・能力の
人々が、毎日、家庭、職場、学校および地域社
会でよりよく体を動かす機会を増やすための

「総合システム」アプローチを形成しています。 

この「ACTIVE テクニカルパッケージ」は、
世界行動計画の実施を計画、実施、評価する
国々を支援するために世界保健機関（WHO） 
が開発する幾つかの実施ツールの一番目です。
これは 行動分野における 4 つの政策を概略し、
2018 年 5 月の世界保健総会（WHO 総会）ま
でに承認された世界行動計画の 4 つの目的を
直接反映し、またそれぞれの行動分野で鍵と
なる次の政策を示しています。

1. アクティブな社会
2. アクティブな環境
3. アクティブな人々
4. アクティブなシステム

WHO では複数のテクニカルパッケージを通し
て様々な国における非感染性疾患（NCDs）リ
スク因子の予防を支援しており、ACTIVE は
そのうちの 1 つとなります。その他には喫煙

（MPOWER）、塩分減少（SHAKE）、トランス
脂肪の除去（REPLACE）、およびアルコール
の減少（SAFER）などがあります。

ACTIVE テクニカルパッケージの実施には一
連の「手引書」ツールキットがあり、それぞ
れの手引書では様々な状況とライフコースに
わたり各政策を実施するために必要な特定の
課題やプロセスをさらに詳細に扱っています。

「手引書」資料の優先分野は、ソーシャルマー
ケティングによるキャンペーン、プライマリ
ヘルスケア、そして学校を拠点としたアプロー
チによる、身体活動促進に焦点を当てていま
す。総合システムズアプローチの多分野から
なる計画を支援するため、また身体活動を支
える環境を作り出すための「手引書」ツール
キットが近く完成する予定です。
WHO ではまた、世界的なモニタリングの枠組
みを開発し、 健康、スポーツ、交通、都市計画、
市民社会、アカデミア、民間部門および地域
密着型組織を含め、多分野にわたり実施を加
速させるための能力強化に関する取り組みも
支援します。

A�C�T�I�V�E�:�行動に向けた�
ツールキット

4
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ACTIVE

アクティブな
環境
ウォーキング、サイクリ
ングおよびその他の身体
活動をするにあたり、公
平なアクセスが可能な安
全で適切な管理がされて
いるインフラ、施設およ
び公共空間を推進するこ
と。

アクティブな
システム
リーダーシップ、ガバナ
ンス、多分野との連携、
従事者の能力、研究、ア
ドボカシーおよび情報シ
ステムを強化し、有効な
協調政策の実現を支援す
ること。

アクティブな
社会

行動変容のためのコ
ミュニケーションキャ
ンペーンを実施し、従
事者の能力を強化し
て、社会規範を変える
こと。

アクティブな
人々

あらゆる年齢・能力の人々
が定期的な身体活動を実施
できる機会、プログラムお
よびサービスへのアクセス
を様々な状況にわたり確保
すること。

4分野の政策措置
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アクティブな社会
行動変容のためのコミュニケーションキャンペー
ンを実施し、従事者の能力を強化して、社会規範
を変えること。

アクティブな環境
ウォーキング、サイクリングおよびその他の身体
活動をするにあたり、公平なアクセスが可能な安
全で適切な管理がされているインフラ、施設およ
び公共空間を推進すること。

ACTION�1.1� コミュニケーション：地域基盤のプログラムと結びついたソーシャルマーケティ
ングキャンペーンを実施すること。

ACTION�1.2.* コベネフィット：知識の共有と情報キャンペーンを通して、身体活動（特にウォー
キングやサイクリング）によってもたらされる、複合的な社会、経済および環境
上のコベネフィットに関する認識を高めること。

ACTION�1.3.� 大衆参加イベント：多くの人が参加できるイニチアチブを定期的に実施すること。

ACTION�1.4.� 能力強化：草の根コミュニティグループや市民社会組織だけでなく、健康部門の
内外での専門知識を強化すること。

ACTION�2.1. 政策の統合： 都市および交通計画政策を統合し、また近隣を強く結びつけるため
にコンパクトな混合土地利用の原則を優先すること。

ACTION�2.2. インフラ：ウォーキングやサイクリングのネットワークインフラを改善すること。

ACTION�2.3.� 安全性： 歩行者、自転車利用者およびその他の交通弱者の安全を改善するために、
交通安全および個人安全措置を実施し、強化すること。

ACTION�2.4.� 公共空間： 良質な公共および緑地空間、グリーンネットワーク、レクリエーショ
ンエリア（河川や沿岸部を含む）、およびスポーツ施設へのアクセスを改善すること。

ACTION�2.5. 設計： 公共建築物の内外ですべての居住者と訪問者がアクティブになれるように
政策、規制および設計のガイドラインを強化すること。

* ACTION1.2 と 3.2 は、非感染性疾患の予防と管理に対して ‘ 最善 ’ で ‘ 良好 ’ な項目として推奨されている（2）。
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アクティブな人々
あらゆる年齢・能力の人々が定期的な身体活動を
実施できる機会、プログラムおよびサービスへの
アクセスを、様々な状況にわたり確保すること。

アクティブなシステム
リーダーシップ、ガバナンス、多分野との連携、従
事者の能力、研究、アドボカシーおよび情報システ
ムを強化し、有効な協調政策の実現を支援すること。

ACTION�3.1. 学校：就学前教育から第三期教育（高等教育）環境まで、良質な体育教育と身体
活動への前向きな機会を確実に提供すること。

ACTION�3.2* 医療：身体活動に関する患者評価と診察のシステムを、医療と介護（社会）サー
ビスに組み込むこと。

ACTION�3.3. その他、様々な状況： 身体活動の機会を増やすため、職場、スポーツおよび宗教
などの環境および公共空間とその他の地域社会の場にプログラムを組み込むこと。

ACTION�3.4. 高齢者：高齢者が定期的な身体活動を開始・維持できるよう適切に作られたプロ
グラムとサービスを提供すること。

ACTION�3.5. 最も不活動な人々：活動が最少のグループに身体活動の機会を増やすプログラム
とサービスを組み込むこと。

ACTION�3.6. 地域社会全体： 市、町または地方レベルで包括的な取り組みを実施するために地
域社会と連動すること。

ACTION�4.1. ガバナンス：国内と地方政策、勧告および行動計画を強化し、多分野との協調メ
カニズムを確立すること。

ACTION�4.2. データシステム： 観察と意思決定を強化するために、情報システムとデジタル技
術を増強すること。

ACTION�4.3. エビデンス： 有効な政策解決の情報を与えるために、研究と評価力を強化するこ
と。

ACTION�4.4. アドボカシー：認知、知識および共同行動を高めるためのアドボカシーを拡大す
ること。

ACTION�4.5. リソース：持続可能性を確実にするため、資金調達のメカニズムを強化すること。

それぞれの政策措置の詳細すべては、「身体活動に関する世界行動計画 2018-2030」で入手でき、それと共
に付録 2 に掲載した様々なステークホルダーの推奨される役割も参照（1）。
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身体活動とは ? 

体をよく動かすためには、ウォーキング、サ
イクリング、スポーツのほか、レクリエーショ
ン（例えば、ダンス、ヨガ、太極拳など）といっ
た活動形式など、多くの方法があります。身
体活動は、交通手段（ウォーキングやサイク
リング）として、職場や家庭周辺（掃除、運搬、
世話などの仕事）で行うこともできます。あ
らゆる身体活動は、定期的に十分な時間と強
度で行われた場合に健康上のベネフィットが
得られます（3）。

座位行動とは ? 

座位行動の特徴は、座っている、もたれかかっ
ている、横になっているなど、エネルギー消
費量が極めて低い状態です（4）。長時間の座
位行動（例えば、仕事で座っている、旅行中
または余暇のため）は健康に有害です（5）。
あらゆる人々、とりわけ子どもは、1 日を通し
て定期的な活動時間を取り入れることで長い
座位行動を制限するように勧め・手助けする
必要があります。座位行動の時間でも特に、
携帯電話やタブレット、テレビを見るなどの
画面機器を使う時間は制限しなければなりま
せん。

身体不活動の原因とは ? 

身体活動への参加は、知識、動機付け、ソーシャ
ルサポートなどの個人や家族の特徴によって
影響を受けるだけではなく、広範な社会的・
文化的価値、および環境や経済的条件によっ
ても影響を受けます。これらの要素は、個人
が身体活動を行うのにいかに利用しやすく、
手頃な価格で、容認できるか安全かを決定し、

参加を可能にすることも、妨げることもあり
ます。有効で適切な政策措置を開発するため
に、地域社会でこうした不活動の原因を理解
することが必要です。

注意すべきは、女児、女性、高齢者、社会経
済的地位の低い人々、障害や慢性疾患のある
人々および社会的に疎外された人々は、彼ら
を支援する適切な場所やプログラムを利用し
にくいため、他の人々より不活動な場合が多
いという状況があります。

経済的発展に伴う座位での業務やレクリエー
ションの増加および動力化された交通の利用
増加といった変化は、一部の高所得国だけで
なく中所得国でも不活動レベルが高まったこ
とを説明できます。政府と地域社会は、この
ような傾向の釣り合いを取るために行動しな
ければならず、ウォーキングやサイクリング、
スポーツやアクティブなレクリエーションに
加え、日々の生活で起こる身体活動を通して、
人々がアクティブになるように支援する環境、
施設およびサービスを提供しなければなりま
せん。

健康のための身体活動に関する国際勧告は、青
少年、成人、高齢者にとって健康面でのベネ
フィットを最適にすることができる身体活動の
種類、強度、頻度および時間を概略しています
（2）。身体活動への定期的な参加は、あらゆる
年齢・能力の人々の健康に様々なベネフィット
があるため、推奨されています。 
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現在の身体不活動レベル

図1.�世界銀行の所得層による2001年と 2016年の身体不活動レベル

世界中の成人のうち 28% （14 億人） は、一般
的な慢性疾患から身を守るため、あるいは肉
体的、精神的、社会的健康・ウェルビーイン
グを高めるために十分な身体活動を行ってい
ません（6）。

経済的発展は、身体不活動レベルを増加させ
ることに関連します。不十分な身体活動レベ
ルは、低所得国と比べて、高所得国で 2 倍以
上も高く、2001―2016 年に高所得国では 5%
増加しています（図 1）。

男女の身体不活動のレベルは、ラテンアメリ
カとカリブ（39%）および高所得国の西欧諸
国（37%）で最高、東アジアおよび東南アジ
ア（17%） とオセアニア（16%）で最低と観察
されています。東アジアおよび東南アジアを
除くすべての小地域にわたり、女性は、男性

（23%）と比べて世界的に不活動です（32%） 
（図 2）。

出典：Guthold et al., Lancet Global Health, 2016.（6）

国
際
勧
告
を
満
た
し
て
い
な
い
人
の
割
合
（
％
）
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図�2.�性別と小地域別の2016年における身体不活動レベル

出典：Guthold et al., Lancet Global Health, 2016.（6）

国際勧告を満たしていない人の割合（％）
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最初に始めること

現状の評価

はじめに、身体活動の促進に関する現状を評
価するため、多くの国々は、国内およびその
各地方というレベルで、ステークホルダーを
招集する必要があります。この過程は、強化
され得る、健康とその他の部門内にあるすべ
ての既存政策を確認するほかに、政策ギャッ
プと機会も確認することを目指さなければな
りません。ACTIVE テクニカルパッケージと
推奨の総合システムズアプローチは、この分
析に対し指導的枠組みを提供します。

協調メカニズムの確立

各国は、国内での対応を策定・実施するために、
明確で説明できる協調メカニズムを確立する
必要があります。このメカニズムは国内で指
導的な役割を果たし、関連する部門間の政策
優先順位と計画、実施、リソース提供および
評価に関して継続中の適切な関与と調和を確
実にしなければなりません。健康、スポーツ、
教育の各省は、地域代表者を含めステークホ
ルダーを招集するために有利な立場にいます
が、他の政府部門もこの指導的役割を共有す
ることができます。

国内行動計画の作成

身体活動に関して現在、包括的な国内行動計
画のない国の多くは、文書を作成するか既存
のものを見直し・改訂する必要があります。
この過程では、状況分析の結果から情報を得
る必要があり、短期間（即ち、これから 2―3
年中）で実施するためには、ACTIVE テクニ
カルパッケージにある政策措置の戦略的組合
せの特定に取り組まなければなりません。

保健省（日本でいうなら厚生労働省）は、
NCD 「推奨項目」政策勧告の実施を優先して
指導することを推奨しています（2）。すなわち、
地域プログラムに関連したマーケティングキャ
ンペーン（ACTION1.1）と、プライマリケア
における患者への助言と診察（ACTION3.2）
を行うことです。さらに、保健省は、インフラ、
計画、教育、スポーツを含めた主要な政府ポー
トフォリオにわたる政策で相乗効果と一貫性
を確実にするように主張しなければなりませ
ん。

各国は、中期（4―6 年）と長期（7―12 年）
を目標とした国内および地方行動計画の更新・
延長を計画する必要があり、初期の経験に基
づき、課題に対処する政策を優先し、新たな
機会を創出しなければなりません。
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全国的な行動に対する 
総合システムアプローチ 

ACTIVE テクニカルパッケージは、各国が身
体活動レベルを高めるために「総合システム」
アプローチの発展・実施することを推奨して
います。これには、短期、中期、長期にかけて、
様々な状況にわたる政策措置の組み合わせを
実施することが含まれ、社会、文化、経済お
よび環境的制約のほかに、知識、動機付け、
スキルに集中的に対処することを目指すもの
です。
システムズアプローチには、国内対応に貢献
するために政府と非政府の全関連分野が必要
となります（図 3）。総合システムアプローチ
は全ステークホルダーが含まれ、より大きく
なりますが、解決には政府全体の関与が必要
になりさらに大きな仕組みとなります。

様々な状況と部門にわたり政策措置と調整する
ことが、不活動レベルと座位行動を減らすため
に最大のインパクトがあります。

総合システムアプローチは、身体活動に影響
を与える政策的措置に対し多数の機会で複数
のステークホルダーを組み込むための有効な
ツールとなり得ます。身体活動に影響を与え
るシステムに取り組むと、広範囲な政策と介
入が必要だということだけではなく、システ
ムの異なる部分ではどの政策措置も行動を強
化（または減弱）できるなど、複数レベルで
の相互作用を認めることもできます。例えば、
学校中心のイニシアチブは、ウォーキングや

サイクリングを奨励する交通指導プログラム
を同時に行うことで、強化できますが、交通
安全対策を実施、強化できずに危険にさらす
可能性もあります。医療従事者から患者への
助言は、地域社会全体の広報キャンペーンで
強化できますが、これらは公園やレジャー施
設など、安全で低価格な施設へのアクセスが
不十分であるため実現しない可能性もありま
す。各国では、身体活動レベルへの影響を最
大化するために、関連システムの異なる部分
にわたる政策の調整と、その対応実施の一貫
性を確実にする必要があるのです。

WHO は、関連するステークホルダーと協力し
て、身体活動を高めるためのシステムを中心
としたアプローチを計画・実施する国々の支
援を目的としたツールの開発を行います。

身体活動を高める解決策となる単一の政策はあ
りません。各国は、政府活動の全分野にわたり
状況に合わせた解決策を導入するために「総合
システム」アプローチを利用するべきです。
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テクニカルパッケージ
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すべての国は、身体活動に関する世界行動計
画（1）で説明されている基本理念に基づいて
それぞれの取り組む政策を選択するべきです。
権利に基づくアプローチ（人権）を採択する国
では、それに伴い比例普遍性の原理に基づいた
リソースの確保ができていることを確認してく
ださい。これは最も不活動なグループの身体活
動レベルを上げることに最大の努力を費やすこ
とで可能になります。

表示されている数字は、推奨される政策措置
を示しています。詳細はメインレポートを参
照してください。

図3. 身体不活動に対する解決策の全体像（System-based�approach）

健康的な世界へ向けて
一人一人よりアクティブに

表示されている数字は、推奨される政策措置を示しています。詳細は本文を参照してください。

公共の
屋外空間への
アクセス改善
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成功のためのスケールアップ 

国内規模で ACTIVE テクニカルパッケージを
完全に実施することは、多くの国にとって中
長期の課題となります。最初は地方や市レベ
ルで有効性を評価し、機運を高め、協力関係
を示すことになります。こうした地方の経験
から学び、その後に実装をスケールアップし
て、国内の広がりと範囲を確保する必要があ
ります。包括的な総合システムアプローチを
実現するために政策措置を段階的に拡大する
必要があります。

協力関係の強化

国の身体活動行動計画を有効に実施すること
は、単一機関だけで実現できることではあり
ません。教育、交通、都市計画、スポーツ、
健康などの鍵となる様々な状況での組織的な
政策の実施に複数のステークホルダーを組み
込むためには、協力関係が重要です。あらゆ
るレベルで非国家主体との政府間の協力と
パートナーシップ（協力関係）を開始し円滑
にするためには、政府内に新たな力強いリー
ダーシップが必要です。 

相乗効果を促す

身体活動を高めることを目的として政策や協
力関係に投資することは、様々なステークホ

ルダーが多くの成果を成し遂げる上で役立つ
こととなります。
このような様々な成果を推進することは、協
力を築き上げ、強化するために役立つ可能性
があります。身体活動に関する共同活動の相
互利益と成果を強調・強化することで、部門
間の相乗効果を高めることになります。また
共同行動は、2030 持続可能な開発目標を達成
するために中央政府の取り組みにも貢献する
ことになります（7）。

持続可能性を確実にする 

2025 年までに 10%、2030 年までに 15% と
いう身体不活動を減少させるために設定され
た目標は、第 71 回 WHO 総会において全政府
から承認されました（8）。この目標は、持続
的実施、適切な資源配分、また必要に応じて
国レベルでの政策調整の強化を通してのみ達
成することができます。公衆衛生（多くの国
におけるタバコ管理など）の他分野に見られ
るものと同様の成功を収めるために、ポピュ
レーションレベルで身体活動実施者を変える
ためには、複数かつ持続的な活動の蓄積が必
要になります。健康、環境および経済におけ
る望ましい社会変化と複合的なベネフィット
を得るためには、意味のある地域社会関与と
解決法の共有が必須です。
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行動するための
協力関係

ACTIVE を効果的に実施するには協力関係が必要です。「健康的な世界に向けて一人一人よりアクティ
ブに」という共通のビジョン達成のために協力して取り組むことにより、提携者は自身の持つそれぞ
れの目標を達成するために進展を加速させることもできます。

これらの提携者には下記のものが含まれますが、これに限られるものではありません。

1

行動計画に取り組む課題は、単独の機関の領域を超えていることから、実施にあたってはパート
ナーシップを結ぶことが必要です。行動計画のビジョンを実現し、すべての人の健康を増進するた
めに協働することにより、パートナーは、それぞれの目標達成に向けての進展を加速することもで
きます。

これらのパートナーには、下記のものが含まれます（ただしこれに限定するものではない）。

加盟国
健康、交通、教育、スポーツ、青少年、都市
計画、環境、観光、財務、および労働の各省

開発機関
世界銀行、地域開発銀行、地方政府間機関、
および開発援助機関などの国際金融機関

政府間組織
国連の諸機関、NCDs の国連機関内の
タスクフォース（UNIATF）＊ほか

国際機関
世界保健のイニシアチブと関連機関

非政府組織
市民社会、コミュニティベースの組織、
人権関連組織、宗教関連組織

職能集団
医学や関連健康分野で、例えばスポーツ医学、
理学療法、一般診療、看護、運動・スポーツ
科学、身体活動と公衆衛生、および交通、ス
ポーツ、教育を含めたほかの関連分野

慈善基金
世界的健康と SDGsの達成を推進するために

取り組んでいる

大学・研究機関
実装科学やWHO協力センター

ネットワークなど、多分野にわたる

業界リーダーと民間部門
従業員とその家族および地域社会の健康改善

に取り組んでいる

メディア
伝統的メディアと新規メディアの双方を含む

ジャーナリストとメディア支局

市民リーダーと地方政府
市長、州知事、および地方公務員

コミュニティ
宗教関連、社会・文化的集団の代表者

WHO
本部、地域・国別事務局のあらゆるレベル

＊　UNIATF：The United Nations Interagency Tash Force.
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健康政策の優先事項を
結びつける

定期的な身体活動は、あらゆる年齢層にわたり良好な健康・ウェルビーイングのために重要であり、
心疾患、脳卒中、糖尿病、乳がんや結腸がんといった非感染性疾患（NCDs） の予防と治療に役立つ
ことが証明されています（1）。身体活動は、高血圧、過体重、肥満といった他の重要な NCD リスク
因子の低減にも寄与し、メンタルヘルスを改善し、認知症の発症を遅らせ、また生活の質（QOL）
を改善することにも関連があります（1）。身体活動を高めるための国内活動は、他の健康優先事項
と 2030 年の持続可能な開発目標（SDGs）の多くを達成するためにも役立ちます。

身体活動への投資は、短期的のみならず生涯にわたって健康のベネフィットが得られるほか、多く
の密接に関連した健康優先事項を達成するために役立てることができ、また既存の世界的および国
内的コミットメントの実施（方針）を支援することもできる。それには次のことが含まれます。 
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身体活動と
持続可能な開発目標 

ウォーキングやサイクリング、スポーツ、アクティブなレクリエーションや遊びへの参加を増やす
政策は、2030 年の持続可能な開発目標（SDGs）達成に直接貢献することができます（世界行動計
画（1）の付録 1 に詳述）。図 4 は、運動増加の政策実施の持つ複数のコベネフィット（相乗便益）
を示しています。

図�4.�身体活動を高める政策行動が持つ、経済、社会、環境面でのコベネフィット
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各国のインパクトを
支援する

協力関係を築いて共に取り組み、WHO は身体活動レベルを高めるために ACTIVE テクニカルパッ
ケージを実施している国々を支援します。世界的、地域的および国内の協調・能力は、技術的支援、
革新およびガイダンスに関する国々のニーズに対応して強化されます。

WHOが取り組む主要分野：

イノベーション
とデジタル

ソリューション
の媒介

政策、ガイドラ
イン、ツールの
開発と普及

知識の
伝達支援

政策措置、パート
ナーシップ、地域
参加への支援活動
（アドボカシー）

多部門間の
パートナーシップ
の支援と促進

技術支援
の提供

資金調達
の支援

進捗とインパクト
のモニタリング

従事者の
能力強化の
ための連携

調査と評価
の投資を促進
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進捗状況のモニタリング

世界的・全国的な実施にあたっては、その効
果的なモニタリングが必要となります。WHO 
は、推奨されている過程、影響および成果指
標という、観察のためにあらゆる国で実現可
能な一連の世界的な枠組みの開発を先導して
います。枠組みの目的は、既存のデータ収集
システムとその他の関連する健康、社会およ
び環境政策内で確立した指標および SDGs の
報告に関する枠組みと指標を使用することで、
データ取得に伴う負担を最小限にすることで
す。国の実施について報告する世界的進捗状
況 は、WHO 総 会 2021、2026 お よ び 2030
年で発表する予定です。

国内と地方レベルで観察と評価を支援するた
め、拡大した一連の過程、影響および成果指
標に関するガイダンスを作成する予定です。
各国においては、定期的に国内の報告を発行
し、細分化されたデータ報告の強化が奨励さ
れます。
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この冊子は、「Global Action Plan on Physical Activity 2018-2030 （at a glance)」（WHO：世界保健機関, 2018
年 6 月）を慶應義塾大学スポーツ医学研究センター・大学院健康マネジメント研究科が日本運動疫学会の協力を
得て日本語訳して作成したものです。
なお、本冊子（テクニカルパッケージ）以外に「メインレポート」「概要版」があり、日本語版は慶應義塾大学
スポーツ医学研究センターのホームページ（http://sports.hc.keio.ac.jp/）より、英語版は WHO のホームページ

（https://www.who.int/ncds/prevention/physical-activity/gappa）よりダウンロードできます。
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